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r6物価_3_2 r6物価_3_2

（単位：千円）

22,077              -                      

490                                         -
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                      -                      
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

給付費　交付限度額②　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

             129,350 -                      

4,406                
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（未配分額の減額後※）
（※　第２回提出分までの配分予定額と同等）

-                      
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）

事務費　交付限度額③　（※）
（※　被災世帯向け給付にかかる交付限度額の今回追加分）

-                      27,835              国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年7月5日通知分）

-                      47,500              国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

事業数 13 基金事業数 0 R5補正_推奨 -                

-                      2,106                国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（今回追加分）

最終事業NO 20 R5補正_低 490            

820                   -                      国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和7年●月通知分）

前回から記載内容
に変更があった事
業数

8 R5予備費_一
体給付

130,170      

-                      
　（うち"交付対象経費
のみの変更"を除いた
変更事業数）

8 R6補正_推奨 -                

-                      国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和6年7月5日通知分）

　（うち給付金事業数） 2 R6補正_低 47,500        

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額④　（令和6年12月通知分）

22,077              27,835              国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（今回追加分）

490                   47,500              国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和7年●月通知分）

-                      2,106                

130,170             -                      国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年度通知分）

4,406                77,441              国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和6年●月通知分）

-                      

157,143             

             234,584
Ａ

Ｂ１ Ｂ４ Ｂ５ Ｂ７

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）
（低所得世帯支援枠

分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）
（低所得世帯支援枠

分）
事務費

国の予備費等
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）

給付費

国の予備費等
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）

事務費

国のR5予備費分
（交付限度額⑥）

（給付支援サービス(令
和6年度)分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）
（推奨事業メニュー

分）

国のR6補正予算分
（交付限度額⑧）

（令和６年度低所得世
帯支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑨）

（令和６年度低所得世
帯支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑩）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

合計  252,269  244,704  32,197  490 - 130,170 4,406 - 27,835 47,500 2,106 - 7,565 

令和5年度住民税均等割非課
税世帯（7万円）

（低所得世帯支援枠）

1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○
電気・ガス・食料品等物価高
騰支援給付金（住民税非課
税世帯）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 490 490 - 490 - - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　1166世帯×70千円　　のうちR６計
画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（1166世帯） － ○ － R5.12 R6.5 対象世帯に対して令和5年

12月までに支給を開始する
ホームページ等 対象分野に関連し

ない R5補正（地）

一体給付
（給付金・定額減税一体支援）
※不足額給付は含まない

2 R5_予備
(※) 一体支援 ○ ○ ○

電気・ガス・食料品等物価高
騰支援給付金（給付金・定
額減税一体支援）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る ○ － 134,576 134,576 - 130,170 4,406 - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　318世帯×100千円、令和６年度
非課税化世帯　122世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化
世帯　92世帯×100千円、子ども加算　305人×50千円、定額減税を
補足する給付の対象者　5393人　(126720千円）　　のうちR６計画分
事務費　4406千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（532世帯）、定額減税を補足す
る給付の対象者数（5393人）

－ ○ － R6.4 R6.10 対象世帯に対して令和6年4
月までに支給を開始する ホームページ等

対象分野に関連し
ない R6当初（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R5予備費）

3 - - 

住民税均等割非課税世帯等
への支援関連の給付費

（家計急変への横出し等・補
正）

4 - - 

一体給付関連の給付費
（上乗せ等・予備費）

5 - - 

事務費
（上乗せ・横出し）

6 - - 

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

7 R6_補正 低所得 ○ ○ ○

電力・ガス・食料品等価格高
騰支援給付金
低所得者支援及び定額減
税補足給付金

Ⅱ．物価高の克服 ○ － 49,606 49,606 - 47,500 2,106 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1350世帯×30千円、子ども
加算　350人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　2106千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1350世帯）

－ ○ － R7.2 R7.3 対象世帯に対して令和7年2
月までに支給を開始する ホームページ等

対象分野に関連し
ない R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）

8 - - 

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

9 - - 

事務費
（上乗せ・横出し）

10 - - 

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 地域経済変動対策資金利
子補助事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

4,164 2,082 2,082 2,082 

①燃油及び原材料価格の高騰により深刻な影響を受けた町内中小
企業が対象融資を受ける際に利子補給を行い、事業者の事業継続
を支援する。
②、③町が負担する利子補助（県1/2※その他の財源、町1/2）
融資実行予定8件に対する利子補助額4,164千円×1/2＝2,082千円
残り1/2は県補助金（燃油及び原材料価格高騰対策特別金融支援
事業補助金等）
④県の地域経済変動対策資金（燃油及び原材料価格の高騰・円安

－ － － R6.4 R7.3
町内中小企業の経営安定
に繋がることで、R6廃業者
ゼロを目指す。

町HPなど 対象分野に関連し
ない R6当初（地）

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
土地改良区燃料高騰対策
事業

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る ○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

10,209 10,209 10,209 

①電気代高騰等に直面している土地改良区（農業者が構成員）を支
援するため、農業水利施設の電気料金値上がり分を対象に支援を
行う。
②補助金
③令和3年4月から令和4年2月分までの電気料金と令和6年4月から
令和7年2月分までの電気料金を比較し、高騰額を支援する。
  北条砂丘土地改良区電気代高騰見込み額　　　9,710千円
　大倉土地改良区電気代高騰見込み額　　　499千円
                         合計　10,209千円

－ － － R6.4 R7.3

該当事業者へ必要な支援
が確実に実施され、事業継
続に繋がること。
電気代高騰額を補助し、R6
廃業者ゼロを目指す。

改良区理事会等で周知
町HPなど

農林水産・食品分
野 R6当初（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 給食用食材高騰対策事業
Ⅰ．物価高から国
民生活を守る ○

②エネル
ギー・食料品
価格等の物価
高騰に伴う子
育て世帯支援

7,607 7,607 7,607 - 

①食材費の高騰により、学校給食の質を例年と同じレベルに維持す
るためには賄材料費の増額が必要となっている。この賄材料費につ
いては、原則保護者負担としているが、物価高騰による増額分につ
いて町が支援することにより、保護者（教職員等を除く）の経済的負
担を軽減する。また、給食用食材の供給安定及び消費下支えを行う
ことにより、町内等給食用食材生産者の支援にも繋げる。
②町が支払う賄材料費の一部（物価高騰分）※保護者等負担額の
減額
③小学校一食当たり値上38円×年間136,737食分（見込）＝5,197千
円
　中学校一食当たり値上35円×年間68,829食分（見込）＝2,410千円
　合計7,607千円
④給食費を支払う小中学校保護者

－ － － R6.4 R7.3
例年と比べ給食の質が低下
しないよう食材購入ができる
こと。保護者等からの1件も
不満の声が無いこと。

町HPなど 給食 R6当初（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校電気料金高騰対策事
業（前期分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例より
も更に効果が
あると判断す
る地方単独事
業

本事業は、住民の福祉を増進する目
的をもって住民の利用に供するための
施設を対象とする電気代高騰対応で
あり、本事業実施により、これまでと同
様に施設を維持し町民へこれまでどお
りの各種サービスを提供することが可
能となる。

2,643 2,643 2,643 

①電気代高騰等に直面している町立小中学校の電気代値上がり分
（R3昨年度との差額）を補うもの。
②町費支払いの各施設電気代前期分（4月～9月）
③④対象施設のR６年度電気代見込額22,470千円－対象施設のR３
年度電気代実績17,183千円＝5,287千円
5,287千円×0.5年（4月～9月）＝2,643千円
④下記対象施設の一部値上がり分
　町立小中学校（4校）

－ － － R6.4 R6.9

電気代高騰分を住民に転嫁
することなく住民サービス
（施設利用）を維持するこ
と。
使用料の値上げを行わない
こと。（値上げ0円）※住民の
施設利用が使用料アップに
より停滞しないこと

町HPなど 対象分野に関連し
ない R6当初（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 畜産経営緊急救済事業
Ⅰ．物価高から国
民生活を守る ○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

6,816 6,816 6,816 - 

①物価の高騰により、飼料価格、資材・燃料代なども大きな影響を
受ける中、経営を圧迫している畜産農家に対し、飼料高騰分の一部
支援を行い、畜産経営の維持・継続を図る。
②③補助金（県の支援の上乗せ）合計6,816千円
【乳牛】高騰飼料代支援　3,843千円
【肉牛養豚】牛・豚マルキン制度の補填拡充支援金　1,949千円
【養鶏】飼料代支援　1,024千円
④該当農家（畜産農家、JA、大山乳業、養鶏事業者）
（事後的な確認：自治体における調査可能）

－ － － R6.4 R7.3
該当事業者へ必要な支援
が確実に実施され、事業継
続に繋がること。R6廃業者
ゼロを目指す。

広報ほくえい（月刊）、町HPなど
農林水産・食品分
野 R6補正（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 生活困窮者物価高騰支援
給付金

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

①エネル
ギー・食料品
価格等の物価
高騰に伴う低
所得世帯支援

5,680 2,840 2,840 2,840 

①物価高が続く中で住民税非課税世帯及び家計急変世帯への支援
を行うことで、低所得世帯の住民生活を維持する。
②③
事業費（R6.4～R6.9実施分）
R6年度分の住民税非課税世帯及び家計急変世帯1,136世帯×5千
円＝5,680千円
このうち1/2の県補助2,840千円財源があるため、町負担額は残り
1/2の2,840千円
④R6年度住民税非課税世帯、令和5年の家計急変世帯

－ ○ － R6.4 R6.9

すべての生活困窮世帯に滞
りなく支援がなされ、確実に
生活費の支えとなること。
R6.9末までに支払い漏れが
無いように実施完了する。
（100%）

町HPなど 対象分野に関連し
ない

R6当初（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 置き配ボックス導入推進事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地
域観光業等に
対する支援

1,073 1,073 1,073 - 

①置き配ボックス購入設置費の支援により町内に置き配ボックスを
増やし、再配達を抑制する。これにより燃油代高騰の影響を大きく受
けている宅配事業者の負担軽減を図るとともに、物価高騰の影響を
受ける住民に対し設置費を支援する。
②③事業費
　周知チラシ印刷代　73千円
　置き配ボックス補助金　10千円×100件＝1,000千円
　※補助対象経費×補助率1/2（上限10千円）
④北栄町民のうち申請者

－ ○ － R7.1 R7.3
申請者に滞りなく支援がなさ
れるとともに、予算執行率
100%を目指す

町HP、町報など 運輸交通・物流・観
光事業者

R6補正（地）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 指定ごみ袋配布事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業メ
ニュー例より
も更に効果が
あると判断す
る地方単独事
業

本事業は、物価高騰の影響を受ける
住民の生活必需品の一部を支援する
ものであり、住民の負担軽減において
多大な効果が見込まれる。

5,050 5,049 5,049 1 

①物価高騰により生活費の負担増を受けている全住民に対し、生活
必需品である町指定ごみ袋（大：25枚）を配布することで負担軽減を
図る。
②③事業費
　町内全戸　6,000戸×25枚（750円）＝4,500千円
　配布委託料 550千円
④北栄町民

－ － － R7.1 R7.3 R7.3末までに全世帯に漏れ
無くごみ袋を配布する

町HPなど 対象分野に関連し
ない R6補正（地）

19 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 町内消費拡大支援事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生
活者支援

21,712 21,712 21,712 - 

①物価高騰により影響を受けている住民の生活支援を行うため、町
商工会が運営する電子マネーをチャージした方にその額の２０％分
のポイントを付与するキャンペーンを期間限定で実施する。
　また、マネーチャージ機の未設置事業者へ機器設置費を支援し、
カード利用できる事業者を増やすことで住民の利便性を高める。
【3月～4月末(ポイント使用期限8月末まで)】

②③事業費
　チャージ総額　100,000千円×20％＝20,000千円
　広告宣伝(チラシ・ポスター)　　　　　150千円
　マネーチャージ機設置支援　　　　　1,562千円
④北栄町民等（ほくほくポイント利用者）

－ － － R7.1 R7.3 100%予算執行（利用）を目指
す

町HP、町報など 対象分野に関連し
ない

R6補正（地）

20 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校電気料金高騰対策事
業（後期分） Ⅱ．物価高の克服 ○

⑨推奨事業メ
ニュー例より
も更に効果が
あると判断す
る地方単独事
業

本事業は、住民の福祉を増進する目
的をもって住民の利用に供するための
施設を対象とする電気代高騰対応で
あり、本事業実施により、これまでと同
様に施設を維持し町民へこれまでどお
りの各種サービスを提供することが可
能となる。

2,643 1 1 2,642 

①電気代高騰等に直面している町立小中学校の電気代値上がり分
（R3昨年度との差額）を補うもの。
②町費支払いの各施設電気代後期分（10月～3月）
③④対象施設のR６年度電気代見込額22,470千円－対象施設のR３
年度電気代実績17,183千円＝5,287千円
5,287千円×0.5年（10月～3月）＝2,643千円
④下記対象施設の一部値上がり分
　町立小中学校（4校）

－ － － R6.10 R7.3

電気代高騰分を住民に転嫁
することなく住民サービス
（施設利用）を維持するこ
と。
使用料の値上げを行わない
こと。（値上げ0円）※住民の
施設利用が使用料アップに
より停滞しないこと

町HPなど
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

21 - - 
22 - - 
23 - - 
24 - - 
25 - - 
26 - - 
27 - - 
28 - - 
29 - - 
30 - - 
31 - - 
32 - - 
33 - - 
34 - - 
35 - - 
36 - - 
37 - - 
38 - - 
39 - - 
40 - - 
41 - - 
42 - - 
43 - - 
44 - - 
45 - - 
46 - - 
47 - - 

【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R6補正）交付限度額⑦

27,835                                                                    推

奨

事

業

メ

ニ

ュ

ー

の

本

省

繰

越

希

望

額

の

調

整

欄

エラー（推奨
本省繰越希
望額未入

力）

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　給付費

交付限度額④

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

小計　配分予定額（R5経済対策分）

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

                                                   84,450
【調整後】今回配分予定額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑦

-                                                                           

116,003                                                                  

エラー（交
付限度額
記載不備）

エラー（既
配分額記
載不備）

エラー（交付対象
経費<既配分額）

エラー（交
付限度額<
既配分額）

                                                   44,900

                                                        820

                                                           - -                                                                           

エラー（自治
体名記載不

備）

事業
終期

161,673                                                  

総務省

成果目標（可能な限り定
量的指標を設定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

特定事業者
等支援

エラー（枠
選択漏れ）

自治体利用
欄

自治体での予算
区分

個人を対象
とした給付

金等

自治体利用
欄

エラー（予
算年度選
択漏れ）

備考2 備考3

交付限度額計

基金 事業
始期

Ｃ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ６

277,676                                                                  

小計　交付限度額（R5経済対策分）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑩に係る希望

額）
-                                                              

R

6

経

済

対

策

等

に

か

か

る

本

省

繰

越

希

望

額

記

載

欄

32,245                                                                    小計　配分予定額（R6経済対策等分）

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

                                                     6,844

                                                     2,033

                                                     8,936

                                                           -

32,245                                                       

3,290                                                         

【調整前】本省繰越額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑦

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

※記載は不要

                                                  130,170

                                                         59

エラー
（キー
項目記
載漏れ
または
その他
項目削
除漏
れ）

エ
ラー
（事業
終期
選択
漏れ）

エ
ラー

（プル
ダウ
ン外
の入
力）

エラー
（予算
区分選
択漏
れ）

予備５

エラー
（予算
区分想
定外）

予備６ 予備
７

エラー
（備考１
記載漏
れ）

エラー
（成果
目標、
実施状
況記載
漏れ）

エラー
（事業
始期・
終期比
較）

エラー
（事業
終期想
定外）

エ
ラー
（事業
始期
選択
漏れ）

予備４

エ
ラー
（交付
対象
経費
に小
数点
以下
の数

予備３

エ
ラー
（特定
事業
者、
個人
を対
象、
基金

エラー
（事業
概要入
力漏
れ）

エ
ラー
（⑨を
選択
してい
るの
に理
由な
し）

エラー（効
果直接選
択漏れ）

エラー
（国の予
算年度、
枠、対象
経費の
組み合
わせエ
ラー）②

エ
ラー
（メ
ニュ
ー番
号選
択漏
れ）

エラー
（総事業
費）

エ
ラー
（（B1
）入力
関連）

予備
１

エ
ラー
（⑨で
はな
いの
に理
由有
り）

予備
２

エラー
（経済対
策選択漏
れ）

エラー（臨時名称
選択漏れ）

エラー（事業
名称入力漏
れ）

エ
ラー
（交付
対象
経費
>0）

エラー
（対象
外でな
い選択
漏れ）

エラー
（国の予
算年度、
枠、対象
経費の
組み合
わせエ
ラー）①

エラー（担当
者・連絡先
記載不備）

22,077                                                   

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和6年12月17日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧　（令和7年●月通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨　（令和7年●月通知分）

50,790                                                                    

5,133                                                                     

60,080                                                                    

490                                                        

-                                                           

490                                                        

-                                                           

-                                                           

50,790                                                                    

5,133                                                                     

小計　交付限度額⑧

小計　交付限度額⑨

既配分額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
既配分額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費
交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費

交付限度額③

既配分額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給

付費
既配分額

国のR5補正予算分（給付金・定額減税一体支援枠
分）　事務費

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

既配分額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額⑩

-                                                           

小計　交付限度額②

小計　交付限度額③

既配分額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦
既配分額

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠
等分）　給付費　交付限度額⑧

既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠

等分）　事務費　交付限度額⑨

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年度本省繰越分）

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠

等分）　事務費　交付限度額⑨
今回配分予定額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額⑩

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑦

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）

交付限度額⑥

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑦
にかかる交付対象経費

27,835                                          

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額⑧にかかる交付対象経費

47,500                                          

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額⑨にかかる交付対象経費

2,106                                            

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額⑩
にかかる交付対象経費

-                                                  

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給

付費

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費

交付限度額②
今回配分予定額

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費
交付限度額③

配分予定額計

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠

等分）　給付費　交付限度額⑧
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠
等分）　事務費　交付限度額⑨

Ｂ３

配分予定額計
国の予備費等（定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

都道府県・市町村コード（５桁）

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③
にかかる交付対象経費稲井健二

都道府県区分

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②
にかかる交付対象経費

交付対象経費(地方単独事業費)
（R5経済対策分）

担当者氏名

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④
にかかる交付対象経費

-                                                  

4,406                                            

-                                                  

国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

130,170                                        
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事
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連
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490                                              

移替先

3,027                                                         

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策等分）

小計　交付限度額④

小計　交付限度額⑤

小計　交付限度額⑥

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑦　（令和6年12月17日通知分）

小計　交付限度額（R6経済対策等分）

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額⑩　（今回追加分）

本省繰越希望額
（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（事務費）

交付限度額⑨に係る希望額）

今回配分予定額
国の予備費等（給付金・定額減税一体支援枠分）　事

務費

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠

等分）　給付費　交付限度額⑧

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①
配分予定額計

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費
交付限度額②

Ｂ２
国

の

予

算

年

度

(

※

R

5

補

正

、

R

6

補

正

を

含

む

場

合

あ

り

)

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

企画財政課担当部局課名

32,197                                          31372

【31_鳥取県】

31372_鳥取県北栄町

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0858-37-5864

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称 経済対策との関
係

【調整後】本省繰越希望額
（R6補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑦に係る希望額）

（交付限度額⑦を上限とする）
本省繰越希望額

（R6補正により措置された令和６年度低所得世帯支援枠等分（給付費）
交付限度額⑧に係る希望額）

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

inai@town.hokuei.lg.jp

総事業費

Ｂ


